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1.   貨物輸送部門の環境負荷の推移
温室効果ガス排出量（2020年度確報値）

出典:環境省資料 3



部門別 二酸化炭素（ CO2）の排出量

出典:環境省資料 4



運輸部門における二酸化炭素排出量

出典:国土交通省「運輸部門における二酸化炭素排出量」 5



運輸部門における二酸化炭素排出量

出典:国土交通省「運輸部門における二酸化炭素排出量」 6



貨物部門のエネルギー消費

出典:資源エネルギー庁資料 7



「京都議定書目標達成計画」での環境問題対応の
位置づけ
省CO２型物流体系の形成

①海運グリーン化総合対策

排出削減見込量（万ｔ-CO２）－ 約140

②鉄道貨物へのモーダルシフト

排出削減見込量（万ｔ-CO２）－ 約90

③トラック輸送の効率化

貨物車の大型化

営自率＜約１％向上＞、積載効率＜約１％向上＞

排出削減見込量（万ｔ-CO２）－ 約760

④国際貨物の陸上輸送距離の削減

国際貨物の陸上輸送量（トンキロ）削減

排出削減見込量（万ｔ-CO２）－ 約270
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トラック輸送の効率化の進捗状況-１

 トラック輸送の効率化については、車両総重量24トン超25トン以下の車両、トレ

ーラー台数の増加による車両の大型化、自家用から営業用への転換による自

営転換の推進、積載率の向上が大きな柱

 車両総重量24トン超25トン以下の車両は、2000年度には約7万台であったのが

2003年度には10万台を超え、2010年度には16.6万台、2012年には17.6万台に

まで増加。

 トレーラーについても2000年度に6.4万台であったのが2006年度には8万台を超

え、2012年度には9.6万台となっている。車両の大型化は確実に進展。

 従来のトラック輸送効率化の進展は、自家用から営業用の転換が大きく寄与。

1990年度の営業用比率は69.1%であったが、2005年度は86.0%に増加。その

後ほぼ横ばいで推移。現状として自家用で輸送しているものは砂利・砂・石材、

廃棄物、窯業品、くずものなど営業用に転換が困難な品目が大半を占めており、

今後の更なる自営転換の進展は難しい状況。
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出典:資源エネルギー庁資料

トラック輸送の効率化の進捗状況-２
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これまで貨物輸送で省エネが進展してきた背景

 貨物輸送量が減少したこと

 企業が自家用貨物車を使わずに物流事業者へ外部委託をする
自営転換が進展したこと

 貨物車の大型化が進展したこと

 貨物車の燃費等が改善されたことなど

 対応策の大きな柱である鉄道へのモーダルシフト、積載率の向
上が進展しなかった
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２.物流に関連する温室効果ガス削減の目標達成
に向けての計画
日本の温室効果ガス削減の中期目標と長期目標

2030年度
46％減

出典:環境省資料に筆者追加 12



地球温暖化対策計画2021年10月
 エネルギー起源二酸化炭素については、2030年度におい

て、2013年度比約45％減の水準（677百万t-CO2）にする
ことを目標

45％削減 (従来25％)

38％削減 (従来7％)

51％削減 (従来40％)

66％削減 (従来39％)

35％削減 (従来28％)

47％削減 (従来28％)
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2030 年度 省エネ削減量目標値

出典:資源エネルギー庁資料 14



運輸部門における省エネの深掘りに向けた取組

出典:資源エネルギー庁資料 15



地球温暖化対策計画
2021年10月
 脱炭素物流の推進

 トラック輸送の効率化、共同輸配送の推進

 物効法に基づき、トラック予約受付システムの導入などの輸送円滑化措置
を講じ、配送網を集約化・合理化するとともに、待機時間のないトラック輸送
を行う事業や、モーダルシフトの更なる推進、コンテナラウンドユース及び過
疎地・都市等における共同輸配送の取組促進

 地域内輸配送の電動化、長距離輸送における燃料電池トラックの開発・普
及など、電 動車活用の取組を推進。加えて、荷主企業と物流事業者等の関
係者の連携を円滑化するため、両者が共通に活用できる物流分野の二酸
化炭素排出量算定のための統一的手法（ガイドライン）で、取組ごとの効果
を客観的に評価。

 宅配ボックスの活用や、駅・コンビニ等における受取などの受取方法の多様
化、置き配の普及や運用の6 改善等、再配達の削減に向けた取組を推進

 ドローンや自動配送ロボット等を活用して配送効率化を推進
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３．エネルギーの使用の合理化に関する法律改正
（運輸分野）の概要 2006年4月1日施行

特定貨物輸送事業者464社
特定荷主804社

17出典:資源エネルギー庁資料



エネルギーの使用の合理化に関する法律改正
（運輸分野）の概要 2018年6月13日公布

出典:資源エネルギー庁資料 18



スコープ３について

 スコープ3の考え方の進展

 スコープ1（自社から直接排出される温室効果ガスを対象）

 スコープ2（自社のエネルギー使用による間接的に排出され
る温室効果ガスを対象）

 スコープ3（自社の企業活動範囲外の間接的に排出される温
室効果ガスを対象）

出典:環境省「サプライチェーン排出量算定の考え方」 19



特定輸送事業者における省エネの取組状況
（2018年度実績）

出典:国土交通省資料 20



荷主企業のエネルギー使用量は減っているか

出典:資源エネルギー庁資料 21



エネルギー使用量原単位は減っているか
年平均1％改善を達成しているか

5年度間原単位変化の平均は100％を下回っているが、目
標である年平均１％改善目標ラインを上回っており、改善の
程度は鈍化している。

出典:資源エネルギー庁資料 22



23出典:資源エネルギー庁資料



今後の方向性①
エネルギー使用量の算定方法の見直し
より正確なエネルギー使用量の把握

 トンキロ法による算定の精緻化
・見なし積載率を見直し
・燃費基準を考慮
 燃料法、燃費法へのシフト

 エネルギー使用量
算定ツールの開発

出典:資源エネルギー庁資料 24



そもそもエネルギー使用量をどのように算定しているか
現状では正確な使用量がわからない

出典:資源エネルギー庁資料 25



現在使っている算定方法では正確なエネルギー
使用量は分からない

出典:資源エネルギー庁資料 26



燃費の推移－今までは考慮されていなかった

トラックの燃費は年々向上しており平均すると年率1.1％向上し
ている。2025年度の重量車の燃費基準値は2019年度の燃費値
より9.2％程度の向上を見込んでいる。

出典:資源エネルギー庁資料 27



今後の方向性②
荷主の非化石転換の定量目標の目安
2023年改正省エネ法施行に向けて

28出典:資源エネルギー庁資料



今後の方向性③
省エネ取組の評価と促進

出典:資源エネルギー庁資料

◆ベンチマーク制度の導入
 エネルギー消費原単位の年1%改善とは別に、エネ

ルギーの使用の合理化の状況を事業者間で比較可
能とするベンチマーク指標を設定し、中長期的に目
指すべき 水準(ベンチマーク目標)を設ける。

 エネルギーの使用に大きな影響を与える積載率は、
荷主、貨物輸送事業者にとっ て共通の指標として設
定しやすく、かつ比較的把握しやすい。積載率に影
響を与える品目や輸送距離等を考慮し、積載率とこ
れに影響を与える 因子の関係性について分析を行
い、ベンチマーク目標を設定することを検討する。
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今後の方向性③
省エネ取組の評価と促進

出典:資源エネルギー庁資料

◆荷主クラス分け評価制度の導入

 取組の結果を評価し事業者にフィードバックすることで
、荷主が自らの取組の 評価を客観的に認識して、省エ
ネ取組を加速することが重要である。

 工場•事業場等における事業者クラス分け評価制度を
参考に、目標を達成した荷主を優良な荷主(Sクラス)と
して経済産業省ホームページで公表することや、原単
位が2年連続して悪化又は5 %以上悪化した荷主を省
エネが停滞した荷主(Bクラス)として注意喚起 等を行う
「荷主クラス分け評価制度」を荷主規制においても導
入するべきではないか。
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省エネでのベンチマーク制度の進展
今後荷主企業に求められるベンチマーク制度

出典:資源エネルギー庁資料 31



省エネでの事業者クラス分け評価制度の進展
今後荷主企業に求められる事業者クラス分け
評価制度

出典:資源エネルギー庁資料 32



荷主企業にクラス分け評価制度を導入したら

出典:資源エネルギー庁資料 33



省エネに向けて物流事業者は何を求められるか

 エネルギー使用量の情報提供

混載も含めて

 荷主企業の省エネ取り組みの支援

荷主企業のベンチマーク制度

クラス分け評価制度
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環境配慮の方針 項目 具体的施策

○燃料消費量をいかに削減するのか 輸送機関の見直し 鉄道・海運への転換

○投入資源をいかに削減するのか 複合一貫輸送（インターモーダル）

○有害排出物をいかに削減するのか 自営転換

○廃棄物をいかに削減するのか

○周辺環境といかに調和するのか 輸送機関の低公害化 最新規制適合車への転換

低公害車の導入

輸配送の平準化・計画化 計画輸配送

ロジスティクス活動を 配送ロットの平準化

規定する要因の見直し 直送化（ロットがまとまった場合）

○取引条件の適正化 最適配送ルートによる配送

　ロットの適正化

　輸配送頻度の見直し 輸配送の効率化 混載による輸配送の効率化

　リードタイムの適正化 帰り荷便の有効利用

　返品の適正化 車両の大型化

○企業連携への取り組み

　共同化の取り組み 輸配送の共同化 同業種・異業種による共同化

　標準化の取り組み 地区内共同輸配送

　物流情報共有化による効率化 求車求貨システム

　物流情報交換による効率化

○ロジスティクスと連動した 適正運転の促進 エコ・ドライブの推進

製品開発 アイドリング・ストップ

　製品の軽量化、低容量化 走行ルートの見直し・適正化

　包装材削減と連動した製品開発

物流拠点配置の見直し 物流拠点の整備、再編

物流拠点の適正立地（周辺環境との調和）

物流拠点の共同利用

ロジスティクスの
他の評価軸との整合性 物流拠点内の作業の見直し 拠点内作業の騒音・振動等への対応

○コストとの整合性 低公害・省エネ型機器の導入

○サービス水準との整合性 出入り口での騒音・振動等への対応

拠点内の省エネルギーへの対応

冷蔵・冷凍庫での代替フロンの利用

包装材等の削減 包装材等使用量の削減、軽量化

包装方法の変更

包装材等のリサイクル・リユース

パレット・通い箱の導入

包装材等の見直し 包装材等の環境にやさしい材料への変更

包装材の標準化

ロジスティクス活動における環境面での取り組み内容

環境にやさしいロジスティクスへの取り組みの方向性

出典：斉藤実、矢野裕児、林克彦「現代企業のロジスティクス」中央経済社

４．企業における環境問題への取り組みの考え方
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具体的な環境問題への取り組み状況及びその
重要度

 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

鉄道への転換

海運への転換

自家用から営業用への転換

計画的輸配送の推進

帰り便の利用

配送ルートの見直し

共同配送の取り組み

アイドリングストップ等のエコドライブの徹底

物流拠点配置等の見直しによる輸配送距離の削減

積載方法の変更

ロットの適正化、頻度の見直し等による輸配送回数の削減

車両の大型化

低公害車の導入

その他

重要な項目として既に取組中 重要ではないが既に取組中 これから取り組む予定

出典:全国通運連盟、流通経済大学物流科学研究所グリーンロジスティクス研究会
「グリーンロジスティクス構築に資する鉄道貨物輸送」 36



部門間、企業間の調整、連携

 環境負荷を考慮したロジスティクスシステム構築に向け
て他部門、取引先との調整、連携は欠かせない。

 環境問題への対応として、具体的な施策を実施する場合、
物流部門だけで解決できない部分が多い。

 他部門、取引先への影響がある場合も大きく、それらと
の調整をしなければ実現しない。さらにコスト面につい
ても他部門、取引先との調整が重要となってくる事が多
い。
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具体的に環境問題へ取り組む際の問題点

3.6

0.6

21.9

68.0

25.4

17.8

14.2

22.5

32.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

取り組みの必要性を感じない。

物流事業者に任せきりで、わからない。

取引先との関係があり、自社だけでは解決できない。

自社内の営業・販売部門との調整が難しい。

自社内の生産部門との調整が難しい。

取り組むための資金が不足している。

取り組むためのノウハウがない。

取り組むための人員が不足している。

55.9

63.0

35.1

10.2

17.8

6.5

33.9

19.2

58.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体　n=127

利用　n=73

未利用　n=77

顧客や納入業者との連携は、
モーダルシフトに取り組む際に
重要である

顧客や納入業者との連携は、
モーダルシフトに取り組む際に
重要だとは考えない

モーダルシフトへの
取り組むこと自体が
困難であり、わからない

出典:全国通運連盟、流通経済大学物流科学研究所グリーンロジスティクス研究会
「グリーンロジスティクス構築に資する鉄道貨物輸送」

具体的に環境問題へ取り組む際の問題点

鉄道へのモーダルシフト実施事例での取引先との連携の状況
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環境問題への取り組み段階

 環境問題への取り組みは、

第１段階 単純な各種施策への取り組み

第２段階 物流の業務改善を伴うもの

第３段階 企業内のシステムの見直しを伴うもの

第４段階 企業間の連携のもとでシステム見直しを取り組むもの

これからは第3段階、第4段階が重要
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環境負荷を考慮したロジスティクスシステムを構築

するための課題

 物流条件を物流部門単独で設定した条件として捉えるの
ではなく、ロジスティクス全体で最適なロジスティクス
条件（ロジスティクス全体に合致した条件）として捉え、
設定

 効果の明示など定量的な検討を行い、他部門、取引先に
提案

 取引先との調整のあり方として、企業間のコミュニケー
ションの強化

 物流事業者が積極的に関わり、環境負荷削減に結びつく
システムを積極的に荷主企業に提案。
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持続可能な物流検討との連携

 物流プロセスの課題（非効率な商慣習・構造是正、取引の適正化、
着荷主の協力の重要性）

 待機時間、荷役時間等の労働時間削減に資する措置及び納品回数
の減少、リードタイムの延長等物流の平準化を図る措置の検討

 発荷主企業、物流事業者、着荷主企業が連携・協働しつつ、それぞ
れの事業者において、待機時間・荷役時間等の状況を把握し、改善
を図るための取組を実施することが必要。

 事業規模や貨物特性といった事情を勘案しつつ、既存の制度を参考
に、それぞれの事業者に対して、計画的な物流改善を促す措置につ
いて検討すべき。

 法律に基づく義務をかけつつも、事業者の事業特性に応じた対応や
自主性を尊重した取組を促す。

出典:持続可能な物流の実現に向けた検討会 中間取りまとめ （案）
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どのように環境問題に取り組むのか

 環境問題対応をきっかけとして、ロジスティクスの見直しを進展させる

 環境問題対応が企業間、部門間コミュニケーションの重要なきっかけ

 環境問題対応が、企業間、部門間の枠を超えた全体最適化に

 物流改善は、企業間で共通の問題意識を持ち、取り組むことが重要

 環境問題、人手不足などは、企業間で共通の問題意識を持ちやすい

 いかに発荷主、着荷主、物流事業者が一緒に取り組むようにもっていくか
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ご清聴ありがとうございました
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